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Ⅰ．当社の概況及び組織に関する事項 

 

 １．商号          第四北越証券株式会社 

 

 ２．登録年月日（登録番号） ２００７年 ９月３０日（関東財務局長（金商）第１２８号） 

 

 ３．沿革及び経営の組織 

  (1) 会社の沿革 

年  月 沿    革 

1952 年 8 月 長岡市呉服町に「中証券株式会社」を創立 

1961 年 10 月 直江津支店を新設 

1962 年 5 月 小千谷営業所を新設 

1969 年 11 月 本店新築移転 (長岡市城内町 2-7-5) 

1972 年 3 月 糸魚川営業所を新設 

1977 年 10 月 三条営業所を新設 

1980 年 7 月 新潟証券取引所正会員加入、新潟営業所を新設 

1984 年 11 月 本店新築移転 （長岡市城内町 3-8-26） 

1985 年 1 月 高田営業所を新設 

1986 年 10 月 長岡駅前営業所を新設 

1986 年 12 月 豊栄営業所を新設 

1988 年 7 月 東京営業所を新設 

1988 年 9 月 本店長岡分室を新設 

1988 年 10 月 資本金６億円となる 

1990 年 6 月 柏崎営業所を新設 

1993 年 3 月 豊栄営業所、長岡駅前営業所、本店長岡分室を廃止 

1997 年 11 月 「新潟証券株式会社」に商号変更 

1997 年 12 月 燕支店、新発田支店、六日町支店、新津支店、村上営業所を新設 

1998 年 9 月 東京営業所を廃止 

1998 年 12 月 証券業の登録 ［関東財務局長(証)第 101 号］ 

2000 年 2 月 新潟証券取引所会員脱退 

2000 年 4 月 東京証券取引所正会員加入 

2002 年 11 月 加茂営業所を新設 

2006 年 3 月 資本移動により第四銀行グループとなる 

2007 年 9 月 金融商品取引業の登録 [関東財務局長（金商）第 128 号] 

2007 年 11 月 ジャスダック証券取引所参加者資格取得、西新潟支店を新設 

2009 年 12 月 長岡大手支店を新設 

2013 年 3 月 西新潟支店、加茂営業所を廃止、出来島支店を新設 

2013 年 7 月 大阪証券取引所取引参加者資格契約解除 

2015 年 10 月 「第四証券株式会社」に商号変更、第四銀行完全子会社 

2018 年 10 月 第四北越フィナンシャルグループ設立 

2019 年 10 月 第四北越フィナンシャルグループ完全子会社、「第四北越証券株式会社」に商号変更 

2020 年 10 月 新潟営業部 佐渡事務所開設 
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  (2) 経営の組織 

 

営 業 管 理 課
コンプライアンス本部 コンプライアンス部

売 買 審 査 課

監　   査　   部 監 査 課

シ ス テ ム 課

企 画 課

経 営 企 画 部 人 事 研 修 課

総 務 課

引 受 審 査 室

ホ ー ム ト レー ド室

法 人 部

経 理 課

管
理
本
部

経 理 部

証 券 事 務 課

業 務 課

業務システム部

村 上 支 店

出 来 島 支 店

営 業 統 括 部 推 進 課

銀 証 連 携 室

営 業 企 画 部

取 締 役

六 日 町 支 店

新 発 田 支 店

執 行役 員会
新 津 支 店

燕 支 店

社 長 コンプライアンス・ 糸 魚 川 支 店

三 条 支 店
専 務取 締役

営
業
本
部

高 田 支 店
常 務取 締役

営
業
店

柏 崎 支 店

監 査 役
長 岡 大 手 支 店

新 潟 管 理 課取 締 役 会 直 江 津 支 店

会 長 小 千 谷 支 店

佐 渡 事 務 所

本 店 管 理 課

営 業 課

監 査 役 会 新 潟 営 業 部 法 人 課

リスク管理委員会

組　織　図
本 店 営 業 部

営 業 課

株 主 総 会

法 人 課
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 ４．株式の保有数の上位 10 位までの株主の氏名又は名称並びにその株式の保有数及び総株

主等の議決権に占める当該株式に係る議決権の数の割合 

氏名又は名称 保有株式数 割合 

１．株式会社 第四北越フィナンシャルグループ ３,９４９,０００株 100.00％ 

計      １ 名 ３,９４９,０００株 100.00％ 

 

 ５．役員の氏名又は名称                   （2021年 3月 31日現在） 

役 職 名 氏名又は名称 代表権の有無 常勤・非常勤の別 

取締役社長 大 沼 公 成 有 常  勤 

常務取締役 菅 原 一 男 無 常  勤 

常務取締役 中 川 厚 志 無 常  勤 

取 締 役 鴨 井 孝 也 無 常  勤 

取 締 役 岡 田 達 雄 無 常  勤 

取 締 役 藤 澤    豊 無 常  勤 

常勤監査役 大 関 卓 郎 ― 常  勤 

監 査 役 木 村    裕 ― 非常勤 

監 査 役 佐 野 栄 日 出 ― 非常勤 

監 査 役 小 田 敏 博 ― 非常勤 

   監査役 佐野栄日出氏、小田敏博氏の 2名は、会社法第 2条第 16号に定める社外監査役 

   であります。 

 

６．政令で定める使用人の氏名 

  (1) 金融商品取引業に関し、法令等（法令、法令に基づく行政官庁の処分又は定款その

他の規則をいう。）を遵守させるための指導に関する業務を統括する者（部長、次長、

課長その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、当該業務を統括する者の権限

を代行し得る地位にある者を含む。）の氏名 

氏   名 役  職  名 

鴨 井 孝 也 
取締役 執行役員 兼  

コンプライアンス本部長(内部管理統括責任者)  

住 田 康 彦 
執行役員コンプライアンス本部副本部長 兼 

監査部部長  (内部管理統括補助責任者)                      

田 所 一 弥 
経理部部長   

(内部管理統括補助責任者) 
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  (2) 投資助言業務（金融商品取引法第 28 条第６項に規定する投資助言業務をいう。）又

は投資運用業（同条第４項に規定する投資運用業をいう。）に関し、助言又は運用（そ

の指図を含む。）を行う部門を統括する者（金融商品の価値等（金融商品取引法第２条

第８項第 11 号ロに規定する金融商品の価値等をいう。）の分析に基づく投資判断を行

う者を含む。）の氏名 

氏   名 役  職  名 

          な  し                                  

 

７．業務の種別 

金融商品取引業（法第２条第８項） 

1. 有価証券の売買、市場デリバティブ取引又は外国市場デリバティブ取引 

2. 有価証券の売買、市場デリバティブ取引又は外国市場デリバティブ取引の媒介、取次

ぎ又は代理 

3. 取引所金融商品市場における有価証券の売買又は市場デリバティブ取引ならびに外国

金融商品市場における有価証券の売買又は外国市場デリバティブ取引の委託の媒介、

取次ぎ又は代理 

4. 有価証券の引受け 

5. 有価証券の募集又は私募 

6. 有価証券の売出し 

7. 有価証券の募集若しくは売出しの取扱い又は私募の取扱い 

8. 有価証券取引等又はデリバティブ取引に関して、顧客から金銭又は有価証券の預託を

受けること 

9. 社債等の振替に関する法律に規定する社債等の振替を行うために口座の開設を受けて

社債等の振替を行うこと 

10. 前各号の業務のほか、金融商品取引法その他の法律により金融商品取引業者が営むこ

とができる業務 

11. その他前各号に付随又は関連する一切の業務 
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 ８．本店その他の営業所又は事務所（外国法人にあっては、本店及び国内における主たる営

業所又は事務所その他の営業所又は事務所）の名称及び所在地 

名   称 所  在  地 

本店 長岡市城内町三丁目 8 番地 26 

村上支店 村上市田端町 9 番 33 号 

新発田支店 新発田市住吉町三丁目 4 番 28 号 

新潟営業部 新潟市中央区東堀前通七番町 1078 番地 2 

新潟営業部 佐渡事務所 佐渡市両津夷 49 番地 

出来島支店 新潟市中央区出来島二丁目 1 番 24 号 

新津支店 新潟市秋葉区新津本町三丁目 18 番 2 号 

燕支店 燕市仲町 3 番 3 号 

三条支店 三条市神明町 1 番 1 号 

長岡大手支店 長岡市大手通二丁目 8 番地 

小千谷支店 小千谷市城内二丁目 1 番 2 号 

六日町支店 南魚沼市六日町 103 番地 2 

柏崎支店 柏崎市駅前二丁目 3 番 4 号 

直江津支店 上越市五智新町 1 番 28 号 

高田支店 上越市西城町三丁目 7 番 8 号 

糸魚川支店 糸魚川市大町一丁目 5 番 7 号 

  

９．他に行っている事業の種類 

   該当ありません。 

 

10．苦情処理及び紛争解決の体制 

    金融商品取引法上の業務に関する苦情等の解決については、社内措置を講ずるほか、

特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター「ＦＩＮＭＡＣ」との間で

特定第一種金融商品取引業務に係る手続実施基本契約を締結したことにより「指定紛争

解決機関による苦情及び紛争解決のあっせん」による措置を講じています。   

 

 11．加入する金融商品取引業協会及び対象事業者となる認定投資者保護団体の名称 

   「日本証券業協会」 

 

 12．会員又は取引参加者となる金融商品取引所の名称又は商号 

   「株式会社 東京証券取引所」 

 

 13．加入する投資者保護基金の名称 

   「日本投資者保護基金」 
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Ⅱ．業務の状況に関する事項 

１．当期の業務の概要 

当事業年度におけるわが国の株式市況は、世界的な金融緩和と新型コロナウイルスワ

クチン接種普及による経済活動の正常化への期待を背景として、堅調に推移しました。 

2020 年 3 月に日経平均株価が 16,358 円まで下落した後、株価は反転し下値を切り上

げる展開となりました。 

9月に菅政権が発足し、ＤＸ関連、携帯電話料金の引き下げ、再生エネルギー関連など

がテーマとして取り上げられました。 

11月に米国大統領選挙が実施され、バイデン新大統領就任が確実となり不透明感が後

退し、追加景気支援策を巡る協議が進展したことにより、米国株主導にて世界的に株価

が上昇基調で推移し、2020 年 12 月末の日経平均株価は 27,444 円で取引を終えました。 

2021 年も株価の上昇基調が継続し、2 月中旬には日経平均株価が 1990 年 8 月以来 30

年ぶりに 3 万円の大台に乗せ、新型コロナウイルス対応の金融・財政政策で潤沢となっ

たマネーが金融市場に流れ込み、業績回復期待と合わせて株価の上昇要因となりました。 

2021年 3月末の日経平均株価は 29,178円と前年度末に比較して 10,261円の上昇とな

り、年度毎の上昇幅では過去最大になりました。 

このような状況の中で、第四北越銀行との金融商品仲介業務の連携を強化し、金融サ

ービス提供の向上を図り、グループシナジーの発揮に努めました。 

最終年度となる中期経営計画「3up Plan 2020」を推進し、金融商品仲介業務の拡大に

加え、株式及び投資信託運用の提案等を継続することにより、既存のお客さまと銀行紹

介による新規のお客さまへ幅広く最適なサービスを提供し収益体質の強化を図りました。 

その結果、当期純利益は前期比 469 百万円増加の 1,299 百万円の実績を計上しております。  

また、ＳＤＧｓの取組みとして 2019年より販売を開始しました投資信託「にいがた未

来応援日本株ファンド」が最初の決算を迎え、2020年 9月投資信託委託会社と合わせて

723万円を新潟県関連の福祉団体に寄付いたしました。 

 

第 70期の損益の状況は次の通りです。 

 

〔受 入 手 数 料〕 

受入手数料合計は前期比 29.2％増加の 2,294百万円となりました。 

・株式の委託売買金額は前期比 53.3％増加の 205,210百万円で、その結果、株式部門

の受入手数料は同 46.0%増加の 1,522百万円となりました。 

・投資信託の取扱高は前期比 23.6％増加の 56,553百万円で、その結果、投資信託部門

の受入手数料は同 5.6%増加の 770百万円となりました。 

 

〔トレーディング損益〕 

トレーディング損益は、前期比 86.2%増加の 3,249百万円となりました。 

銀行からの紹介仲介案件が増加したことに加え、好調な株式市場を背景とした仕組債

の期限前償還による再運用資金の拡大が収益に大きく寄与しました。 
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〔損 益 の 状 況〕 

受入手数料とトレーディング損益ならびに金融収益を合計した純営業収益では前期

比 57.1％増加の 5,555 百万円となりました。また、費用面におきましては、金融商品

仲介業務拡大に伴う紹介仲介支払手数料（「取引関係費」）が増加し、当事業年度の販売

費・一般管理費は前期比 29.9％増加の 3,891百万円となりました。 

その結果、当事業年度の営業利益は 1,663百万円、経常利益は 1,795百万円となりました。  

投資有価証券売却益等 76 百万円を特別利益に計上した結果、当期純利益は 1,299 百万円

となりました。 
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 ２．業務の状況を示す指標 

  (1) 経営成績等の推移 

                                 （単位：百万円） 

 2019 年 3 月期 2020 年 3 月期 2021 年 3 月期 

資本金 ６００ ６００ ６００ 

発行済株式総数 ３，９４９千株 ３，９４９千株 ３，９４９千株 

営業収益 ２，６５２ ３，５３９ ５，５５７ 

（受入手数料） １，６５８ １，７７４ ２，２９４ 

 （（委託手数料）） １，０５５ １，１０８ １，５７５ 

 （（引受け・売出し・特定投資

家向け売付け勧誘等の手数

料）） 

０ ０ ０ 

（（募集・売出し・特定投資家

向け売付け勧誘等の取扱い

手数料）） 

３９５ ４６６ ５０７ 

 （（その他の受入手数料）） ２０６ １９８ ２１０ 

（トレーディング損益） ９６８ １，７４５ ３，２４９ 

 （（株券等）） １ ２ ７７ 

 （（債券等）） １，００１ １，７９１ ３，２１１ 

 （（その他）） △３３ △４９ △３９ 

純営業収益 ２，６４９ ３，５３４ ５，５５５ 

経常損益 １７７ ７０８ １，７９５ 

当期純損益 １，０５３ ８２９ １，２９９ 

 

  (2) 有価証券引受・売買等の状況 

① 株券の売買高の状況（電子記録移転有価証券表示権利等に係るものを除く。） 

（単位：百万円） 

 2019 年 3 月期 2020 年 3 月期 2021 年 3 月期 

自   己 １，５２１ ７９２ ７，３５０ 

委   託 １２７，００８ １３３，８３２ ２０５，２１０ 

計 １２８，５３０ １３４，６２５ ２１２，５６０ 
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    ② 有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券

の募集、売出し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状

況（電子募集取扱業務に係るもの及び電子記録移転有価証券表示権利等に係るもの

を除く。） 

 

                              （単位：千株、百万円） 

区   分 引受高 売出高 

特定投資 

家向け売 

付け勧誘 

等の総額 

募集の 

取扱高 

売 出 し

の取扱

高 

私募の 

取扱高 

特定投資家 

向け売付け 

勧誘等の取 

扱高 

２

０

１

９

年 

３ 

月 

期 

株券 ― ― ― 5 ― ― ― 

国債証券 ―   424  ― ― 

地方債証券 ―             120    ― ― 

特殊債券 ― ― ― ― ― ― ― 

社債券 200 ― ― ― ― ― ― 

受益証券    64,190 ― ― ― 

その他 ― ― ― ― ― ― ― 

２

０

２

０ 

年 

３ 

月 

期 

株券 ― ― ― 2 ― ― ― 

国債証券 ―   646  ― ― 

地方債証券 ―             120     ― ― 

特殊債券 ― ― ― ― ― ― ― 

社債券 150 ― ― ― ― ― ― 

受益証券    97,447 ― ― ― 

その他 ― ― ― ― ― ― ― 

２

０

２

１ 

年 

３ 

月 

期 

株券 ― ― ― 2 ― ― ― 

国債証券 ―   101  ― ― 

地方債証券 ―              120    ― ― 

特殊債券 ― ― ― ― ― ― ― 

社債券 ― ― ― ― ― ― ― 

受益証券    141,268 ― ― ― 

その他    ―    ―    ―    ― ―    ―    ― 

 

 

(3) その他業務の状況 

     該当ありません。 
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(4) 自己資本規制比率の状況                                 （単位：％、百万円） 

 2019 年 3 月期 2020 年 3 月期 2021 年 3 月期 

自己資本規制比率 

（Ａ／Ｂ×100） 
５２０.６ ５６４.２ ５４３.２ 

固定化されていない自己資本

（Ａ） 
９，８１５ ９，８８２ １２，２０２ 

リスク相当額  

（Ｂ） 
１，８８５ １，７５１ ２，２４６ 

 

市場リスク相当額 １，１７０ １，００２ １，３６６ 

取引先リスク相当額 ６１ ４７ ５６ 

基礎的リスク相当額 ６５３ ７０１ ８２３ 

控除前リスク相当額 ― ― ２，２４６ 

暗号資産等による控除額 ― ― ― 

 

  (5) 使用人の総数及び外務員の総数                                   （単位：名） 

 2019 年 3 月期 2020 年 3 月期 2021 年 3 月期 

使用人 ２１９ ２１６ ２２０ 

（うち外務員） （２０５） （２０１） （２０１） 
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Ⅲ．財産の状況に関する事項 

 １．経理の状況 

  (1) 貸借対照表 

（単位：百万円） 

                   期別 
2020 年 3 月期 

 
202１年 3 月期 

 

科目   

資 産 の 部 金 額  金 額  

流 動 資 産          13,896                 20,596  

現金・預金           6,378                  6,845  

預託金           6,500                 11,900  

顧客分別金信託           6,500                 11,900  

トレーディング商品             93                    74  

商品有価証券等             93                    74  

約定見返勘定            190                   632  

信用取引資産            668                  1,003  

信用取引貸付金            647                   898  

信用取引借証券担保金             20                   104  

  立替金             ―                     0  

短期差入保証金              2                     2  

前払金              9                    ―  

前払費用              1                     1  

未収入金              4                    58  

未収収益             48                    80  

固 定 資 産               5,439                  6,828  

有形固定資産               1,150                  1,138  

建物                228                    215  

器具・備品                 10                     13  

土地                576                    576  

リース資産 1                      0  

その他                333                    333  

無形固定資産                 13                     12  

電話加入権                 11                     11  

ソフトウェア                  2                      1  

  その他                 ―                     ―  

投資その他の資産               4,275                  5,676  

投資有価証券               4,257                  5,665  

長期差入保証金                 25                     25  

長期前払費用                  6                      0  

その他                  0                      0  

貸倒引当金               △15                   △15  

資 産 合 計              19,336  27,424  
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（単位：百万円） 

 

                 期別 
2020 年 3 月期 

 
202１年 3 月期 

 

科目   

負 債 の 部 金 額  金 額  

流 動 負 債           6,525             11,947  

信用取引負債             98               192  

信用取引借入金             74                88  

信用取引貸証券受入金             23               104  

預り金           5,776             10,324  

受入保証金            216               308  

未払金             28                63  

未払費用            100               373  

未払法人税等            133               460  

賞与引当金            150               198  

役員賞与引当金             20                25  

リース債務              0                 0  

固 定 負 債              1,639              2,019  

繰延税金負債              1,131              1,530  

退職給付引当金               355               346  

役員退職慰労引当金                 6                 8  

リース債務                 0                ―  

長期未払金               145                134  

特 別 法 上 の 準 備 金                11                 15  

金融商品取引責任準備金                11                 15  

負 債 合 計             8,176              13,982  

純 資 産 の 部 金 額  金 額  

株主資本              8,494               9,793  

資本金               600                600  

資本剰余金                 4                  4  

資本準備金                 4                  4  

利益剰余金              7,890               9,189  

利益準備金               146                146  

その他利益剰余金              7,744               9,043  

別途積立金              5,140               5,140  

繰越利益剰余金              2,604               3,903  

評 価 ・換 算 差 額 等              2,665               3,649  

その他有価証券評価差額金              2,665               3,649  

純 資 産 合 計             11,159              13,442  

負債・純資産合計             19,336              27,424  
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(2) 損益計算書 

（単位：百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

期別 
2020 年 3 月期 

 
202１年 3 月期 

 

科目   

営業収益 3,539  5,557  

受入手数料 1,774  2,294  

トレーディング損益 1,745  3,249  

金融収益 19  14  

金融費用 5  2  

純営業収益 3,534  5,555  

営業費用 2,995  3,891  

販売費・一般管理費 2,995  3,891  

営業利益 539  1,663  

営業外収益 170  131  

投資有価証券受取配当金 163  123  

雑益 6  8  

営業外費用 1  0  

雑損 1  0  

経常利益 708  1,795  

特別利益 461  76  

投資有価証券売却益 461  76  

特別損失 6  4  

固定資産除却損 6  ―  

固定資産売却損 ―  0  

金融商品取引責任準備金繰入 ―  4  

税引前当期純利益 1,163  1,867  

法人税、住民税及び事業税 348  599  

法人税等調整額 △13  △31  

当期純利益 829  1,299  
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(3) 株主資本等変動計算書 

 

〔前期〕                           自 2019 年 4 月  1 日 

              至 2020 年 3 月 31 日 

                                                                                       

（単位：百万円） 

 株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 
 株主資本  

合計 資本準備金 
資本剰余金  

合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 利益剰余金 

合計 別途積立金 繰越利益剰余金 

当期首残高 600 4 4 146 5,140 2,839 8,125 8,729 

当期変動額         

剰余金の配当      △1,064 △1,064 △1,064 

当 期 純 利 益      829 829 829 

株主資本以外

の項目の当期変

動額（純額） 

        

当期変動額合計 － － － － － △235 △235 △235 

当期末残高 600 4 4 146 5,140 2,604 7,890 8,494 
 

 

 評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価証

券評価差額金 

評 価 ・ 換 算   

差 額 等 合 計 

当期首残高 3,133 3,133 11,863 

当期変動額    

剰余金の配当   △1,064 

当 期 純 利 益   829 

株主資本以外の

項目の当期変動

額（純額） 

△467 △467 △467 

当期変動額合計 △467 △467 △703 

当期末残高 2,665 2,665 11,159 
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〔当期〕                       自 2020 年 4 月  1 日 

              至 2021 年 3 月 31 日 

 

 

                                                                                （単位：百万円） 

 株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 
 株主資本  

合計 資本準備金 
資本剰余金  

合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 利益剰余金 

合計 別途積立金 繰越利益剰余金 

当期首残高 600 4 4 146 5,140 2,604 7,890 8,494 

当期変動額         

剰余金の配当         

当 期 純 利 益      1,299 1,299 1,299 

株主資本以外

の項目の当期変

動額（純額） 

        

当期変動額合計 － － － － － 1,299 1,299 1,299 

当期末残高 600 4 4 146 5,140 3,903 9,189 9,793 
 

 

 評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価証

券評価差額金 

評 価 ・ 換 算   

差 額 等 合 計 

当期首残高 2,665 2,665 11,159 

当期変動額    

剰余金の配当    

当 期 純 利 益   1,299 

株主資本以外の 

項目の当期変動

額（純額） 

983 983  983 

当期変動額合計 983 983 2,282 

当期末残高 3,649 3,649 13,442 
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(4) 個別注記表  

当社の貸借対照表、損益計算書および株主資本等変動計算書は、「会社計算規則」（2006 年法務省令

第 13 号）の規定のほか「金融商品取引業等に関する内閣府令」(2007 年内閣府令第 52 号)及び「有価証券

関連業経理の統一に関する規則」（1974 年 11 月 14 日付日本証券業協会自主規制規則)に準拠して作成

しております。 

なお、記載金額は千円未満を切り捨てて表示してあります。 
 

 

 

 

 

 

 

 

［重要な会計方針に関する事項に関する注記］ 

 

前 期 

自 2019 年 4 月 １日 

至 2020 年 3 月 31 日 

当 期 

自 2020 年 4 月 １日 

 至 2021 年 3 月 31 日 

１．所有有価証券の評価方法 １．所有有価証券の評価方法 

(1）トレーディング商品 時価法 (1）トレーディング商品 時価法 

(2）その他有価証券 (2）その他有価証券 

時価のあるもの    時価法 時価のあるもの    時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、 売却 

原価は移動平均法により算出 
 同左 

時価のないもの   移動平均法による原価法 時価のないもの   移動平均法による原価法 

２．固定資産の減価償却の方法 ２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産（リース資産を除く）定率法 (1）有形固定資産（リース資産を除く）定率法 

ただし、1998 年 4 月 1 日以降に取得した建物（附属

設備を除く）並びに 2016 年 4 月 1 日以降に取得した

建物附属設備及び構築物については定額法を採用して

おります。 

    ただし、1998 年 4 月 1 日以降に取得した建物（附属

設備を除く）並びに 2016 年 4 月 1 日以後に取得した

建物附属設備及び構築物については定額法を採用して

おります。 

(2）無形固定資産（リース資産を除く）定額法 (2）無形固定資産（リース資産を除く）定額法 

なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内におけ

る利用可能期間(5 年)に基づく定額法を採用しておりま

す。 

    同左 

(3）リース資産 (3）リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法

を採用しております。 
     同左 

３．引当金及び特別法上の準備金の計上基準 ３．引当金及び特別法上の準備金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 (1) 貸倒引当金 

貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、また、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を

計上しております。 

      同左 

(2) 賞与引当金 (2) 賞与引当金 

従業員に対する賞与の支給に備えるため、当社所定の計

算方法で算出した支給見込額（社会保険料を含む）を

計上しております。 

      同左 

(3) 役員賞与引当金 (3) 役員賞与引当金 

役員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額

（社会保険料を含む）を計上しております。 
      同左 
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(4) 退職給付引当金 (4) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における

退職給付債務（簡便法による期末自己都合要支給

額）を計上しております。 

      同左 

(5) 役員退職慰労引当金 (5) 役員退職慰労引当金 

役員の退職により支給する役員退職慰労金に充てるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 
      同左 

(6) 金融商品取引責任準備金 (6) 金融商品取引責任準備金 

金融商品取引の事故による損失に備えるため、金融商品

取引法第 46 条の 5 の規定に基づく方法により、金融商

品取引責任準備金を計上しております。 

      同左 

４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 ４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 (1）消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっ

ております。 
 同左 

  

［貸借対照表に関する注記］  

前 期 

自 2019 年 4 月 １日 

至 2020 年 3 月 31 日 

当 期 

自 2020 年 4 月 １日 

至 2021 年 3 月 31 日 

１．担保に供している資産及び担保に係る債務 １．担保に供している資産及び担保に係る債務 

(1)短期借入金の担保に供している資産 (1)短期借入金の担保に供している資産 

土 地               542,291 千円 土 地               542,291 千円 

建 物               168,251 千円 建 物               160,316 千円 

         計                       710,543 千円           計                      702,607 千円 

 上記に対応する債務  上記に対応する債務 

上記資産には根抵当が設定されていますが 

   当事業年度末において借入金はありません。 

上記資産には根抵当が設定されていますが 

   当事業年度末において借入金はありません。 

(2) 信用取引借入金の担保に供している資産 (2) 信用取引借入金の担保に供している資産 

投資有価証券                109,984 千円 

上記に対応する債務 

信用取引借入金               74,647 千円 

投資有価証券                147,267 千円 

上記に対応する債務 

信用取引借入金               88,049 千円 

２．担保として差し入れた有価証券の時価額（上記１.を除く） ２．担保として差し入れた有価証券の時価額（上記１.を除く） 

信用取引貸証券                  23,290 千円 

信用取引借入金の本担保証券       66,472 千円 

信用取引貸証券                131,193 千円 

信用取引借入金の本担保証券       87,353 千円 

３．担保として差し入れを受け入れた有価証券の時価額 ３．担保として差し入れを受け入れた有価証券の時価額 

信用取引貸付金の本担保証券     507,835 千円 

信用取引借証券                  17,937 千円 

受入保証金代用有価証券       1,664,180 千円 

（再担保に供する旨の同意を得たものに限る） 

信用取引貸付金の本担保証券     888,506 千円 

信用取引借証券                 103,186 千円 

受入保証金代用有価証券       2,355,259 千円 

（再担保に供する旨の同意を得たものに限る） 

４．有形固定資産の減価償却累計額 ４．有形固定資産の減価償却累計額 

減価償却累計額                826,816 千円 減価償却累計額                831,686 千円 
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５．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 ５．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

該当なし 該当なし 

 

〔損益計算書に関する注記〕 
 

前 期 

自 2019 年 4 月 １日 

至 2020 年 3 月 31 日 

当 期 

自 2020 年 4 月 １日 

至 2021 年 3 月 31 日 

１．関係会社との取引高 １．関係会社との取引高 

営業取引による取引高 営業取引による取引高 

営業収益                     5,412 千円 営業収益                    ― 

営業費用               228,837 千円 営業費用                    ― 

営業取引以外の取引による取引高            ― 営業取引以外の取引による取引高       ― 

 

〔株主資本等変動計算書に関する注記〕 

〔前 期〕（自 2019 年 4 月 1 日 至 2020 年 3 月 31 日） 

１．当事業年度末における発行済株式の種類及び総数 

普通株式 3,949,000 株 

２．当事業年度末における自己株式の種類及び株式数 

普通株式 0 株 

３．剰余金の配当に関する事項 

 （1）配当金支払額 

     ①金銭による配当 
 

 

決  議 配当金の総額 1 株 当 たり配 当 額 基準日 効力発生日 

2019 年 6 月 19 日 

定 時 株 主 総 会 
708,411 千円 179 円 39 銭 2019 年 3 月 31 日 2019 年 6 月 20 日 

2019 年 10 月 23 日 

定 時 取 締 役 会 
317,776 千円 80 円 47 銭 2019 年 9 月 30 日 2019 年 11 月 15 日 

  ②金銭以外による配当 

決  議 
株 式 の 

種 類 
配当財産の種類 

配 当 財 産 の 

帳 簿 価 格 
基準日 効力発生日 

2019 年 10 月 23 日 

臨 時 株 主 総 会 
普通株式 

株式会社 第四北越 

フィナンシャルグループ株式 
38,763 千円 ― 2019 年 11 月 1 日 

（注）2019 年 10 月 31 日の臨時株主総会において、当社が保有する株式会社第四北越フィナンシャルグループ 

   の株式 10,950 株（総額 38,763 千円）を株式会社第四北越フィナンシャルグループへ現物配当することを 

   決定し、2019 年 11 月 1 日に実施いたしました。 

 

（2）基準日が当事業年度に属し、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 
 

 
 

決  議 配当金の総額 1 株 当 たり配 当 額 基準日 効力発生日 

      該当なし     

・2020 年 3 月期は配当を行わず内部留保の充実を図る 
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〔当 期〕（自 2020 年 4 月 1 日 至 2021 年 3 月 31 日） 

１．当事業年度末における発行済株式の種類及び総数 

普通株式 3,949,000 株 

２．当事業年度末における自己株式の種類及び株式数 

       普通株式                             0 株 

３．剰余金の配当に関する事項 

（1）配当金支払額 

 

（2）基準日が当事業年度に属し、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

決議予定 配当金の総額 1 株 当 たり配 当 額 基準日 効力発生日 

該当なし     

 

〔税効果会計に関する注記〕  

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
 

 

前 期 

自 2019 年 4 月 １日 

至 2020 年 3 月 31 日 

当 期 

自 2020 年 4 月 １日 

至 2021 年 3 月 31 日 

繰越税金資産   繰越税金資産   

退職給付引当金 108,294 千円 退職給付引当金 105,191 千円 

長期未払金 44,362 千円 長期未払金 40,968 千円 

減損損失 33,327 千円 減損損失 33,149 千円 

賞与引当金 45,816 千円 賞与引当金 60,454 千円 

その他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 12,403 千円 その他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 11,517 千円 

減価償却超過額 9,500 千円 減価償却超過額 9,043 千円 

有価証券評価減 332 千円 有価証券評価減 332   千円 

その他 22,793 千円 その他 43,721 千円 

繰越税金資産小計 276,830 千円 繰越税金資産小計 304,779 千円 

将来減算一時差異等の合計 
△221,052 

千円 将来減算一時差異等の合計 
△217,174 

千円 

に係る繰越税金資産小計  に係る繰越税金資産小計  

評価性引当額 △221,052 千円 評価性引当額 △217,174 千円 

繰越税金資産合計 55,777 千円 繰越税金資産合計 87,604 千円 

繰越税金負債   繰越税金負債   

  その他有価証券評価差額金 1,187,754 千円 その他有価証券評価差額金 1,618,005 千円 

繰越税金負債合計 1,187,754 千円 繰越税金負債合計 1,618,005 千円 

繰越税金負債の純額 1,131,976 千円 繰越税金負債の純額 1,530,401 千円 

      

 

 

 

 

 

 

決  議 配当金の総額 1 株 当 たり配 当 額 基準日 効力発生日 

該当なし                          
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〔金融商品に関する注記〕 

 

 

前 期 

自 2019 年 4 月 １日 

至 2020 年 3 月 31 日 

当 期 

自 2020 年 4 月 １日 

至 2021 年 3 月 31 日 

１．金融商品の状況に関する事項 １．金融商品の状況に関する事項 

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定して    同左 

おります。信用取引資産及び信用取引負債に係る顧客の信  

   用リスクは、顧客管理に関する規程等に沿ってリスク低減を図  

   っております。また、投資有価証券は株式であり、上場株式に  

   ついては四半期ごとに時価の把握を行っています。借入金の  

   使途は主として短期運転資金であります。  

２．金融商品の時価等に関する事項 ２．金融商品の時価等に関する事項 

2020 年 3 月 31 日における貸借対照表計上額、時価及び 2021 年 3 月 31 日における貸借対照表計上額、時価及び 

これらの差額については次のとおりであります。 これらの差額については次のとおりであります。 

 (単位：千円) 

 貸借対照表 

計上額（＊） 
時 価（＊） 差 額 

(1) 現金・預金 

(2) 預託金 

(3) 信用取引資産

(4) 投資有価証券 

その他有価証券

(5) 預り金 

(6) 受入保証金 

 6,378,935 

6,500,000 

 668,303 

 

4,161,403 

(5,776,945) 

(216,272) 

 6,378,935 

6,500,000 

 668,303 

 

4,161,403 

(5,776,945) 

(216,272) 

― 

― 

― 

 

― 

― 

― 

（＊）負債に計上されているものについては( )で示しております。 

（注 1）金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項 

(1)現金・預金、(2)預託金及び(3)信用取引資産 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等

しいことから、当該帳簿価額によっております。 

(4)投資有価証券 その他有価証券 

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。 

(5)預り金及び(6)受入保証金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等

しいことから、当該帳簿価額によっております。 

(注 2)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は

次のとおりであり、金融商品の時価の情報の「(4)投資有

価証券 その他有価証券」には含まれておりません。 

 (単位：千円) 

区 分 貸借対照表計上額 

 非上場株式（＊） 96,224 

合 計 96,224 

（＊）非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握する

ことが極めて困難と認められることから、時価開示の対象と

はしておりません。 

                                     (単位：千円) 

 貸借対照表 

計上額（＊） 
時 価（＊） 差 額 

(1) 現金・預金 

(2) 預託金 

(3)約定見返勘定 

(4) 信用取引資産

(5) 投資有価証券 

その他有価証券

(6) 預り金 

(7) 受入保証金 

 6,845,786 

11,900,000 

 632,043 

1,003,058 

 

5,573,412 

(10,324,616) 

(308,218) 

 6,845,786 

11,900,000 

 632,043 

1,003,058 

 

5,573,412 

(10,324,616) 

(308,218) 

― 

― 

― 

― 

 

― 

― 

― 

（＊）負債に計上されているものについては( )で示しております。 

（注 1）金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項 

(1)現金・預金、(2)預託金、(3)約定見返勘定及び(4)信用取

引資産 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等

しいことから、当該帳簿価額によっております。 

(5)投資有価証券 その他有価証券 

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。 

(6)預り金及び(7)受入保証金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等

しいことから、当該帳簿価額によっております。 

(注 2)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は

次のとおりであり、金融商品の時価の情報の「(5)投資有

価証券 その他有価証券」には含まれておりません。 

 (単位：千円)  

区 分 貸借対照表計上額 

非上場株式（＊） 92,096 

合 計 92,096 

（＊）非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握する

ことが極めて困難と認められることから、時価開示の対象とは

しておりません。 
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〔関連当事者との取引に関する注記〕 

〔前期〕                                                                         (単位：千円)  

(注１)上記関連当事者との取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税が含まれています。 

(注２)取引条件及び取引条件の決定方針等 

   仲介手数料の支払に係る料率については、取引条件を勘案して交渉により決定しております。 

 

〔当期〕                                                                         (単位：千円) 

(注１)上記関連当事者との取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税が含まれています。 

(注２)取引条件及び取引条件の決定方針等 

   仲介手数料の支払に係る料率については、取引条件を勘案して交渉により決定しております。 

(注３)第四銀行と北越銀行は 2021 年 1 月 1 日合併し、第四北越銀行を設立しています。 

    計上期間は第四銀行と北越銀行は 2020 年 4 月１日から 12 月 31 日、第四北越銀行は 

    2021 年 1 月 1 日から 3 月 31 日としています。 

 

〔１株当たり情報に関する注記〕 

 前 期   当 期  

自 2019 年 4 月 1 日 自 2020 年 4 月 1 日 

  至 2020 年 3 月 31 日   至 2021 年 3 月 31 日 

１株当たり純資産額 2,826 円 00 銭 １株当たり純資産額 3,403 円 99 銭 

１株当たり当期純利益 210 円 02 銭 １株当たり当期純利益  328 円 98 銭 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

属 性 

会社等の 

名 称 

議決権等の所有  

（被所有）割合 

関連当事者 

との関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取引の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取引金額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

期末残高 
 

 

親会社の  

子会社 

株式会社 

第四銀行 
なし 

営業上の 

取引 

仲介手数料 

の支払 

 

 

 

 

 

 

 

449,967 
未払 

費用 

 

 

 

 

 

 

 

36,731 

親会社の  

子会社 

株式会社 

北越銀行 
なし 

営業上の 

取引 

仲介手数料 

の支払 
114,819 

未払 

費用 
12,106 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

属 性 

会社等の 

名 称 

議決権等の所有  

（被所有）割合 

関連当事者 

との関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取引の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取引金額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

期末残高 
 

 

親会社の  

子会社 

株式会社 

第四銀行 
なし 

営業上の 

取引 

仲介手数料 

の支払 

 

 

 

 

 

 

 

419,750 
未払 

費用 

 

 

 

 

 

 

 

 ― 

親会社の  

子会社 

株式会社 

北越銀行 
なし 

営業上の 

取引 

仲介手数料 

の支払 
279,315 

未払 

費用 
 ― 

親会社の  

子会社 

株式会社 

第四北越 

銀   行 

なし 
営業上の 

取引 

仲介手数料 

の支払 
597,292 

未払 

費用 
293,287 
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〔重要な後発事象に関する注記〕 

 前 期   当 期  

自 2019 年 4 月 1 日 自 2020 年 4 月 1 日 

  至 2020 年 3 月 31 日   至 2021 年 3 月 31 日 

記載すべき事項はありません。 記載すべき事項はありません。 

 

２．借入金の主要な借入先及び借入金額  （2020 年 3 月 31 日現在）（単位：百万円） 

借入先の氏名又は名称 借入金額 

日本証券金融株式会社 ７４ 

（2021 年 3 月 31 日現在）（単位：百万円） 

借入先の氏名又は名称 借入金額 

日本証券金融株式会社 ８８ 

 

 ３．保有する有価証券（トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を除く。）

の取得価額、時価及び評価損益                                      （単位：百万円） 

 
2020 年 3 月期 2021 年 3 月期 

取得価額 時  価 評価損益 取得価額 時  価 評価損益 

１．流動資産       

 (1) 株券       

 (2) 債券       

 (3) その他       

２．固定資産 404 4,257 3,853 399 5,665 5,265 

 (1) 株券 404 4,257 3,853 399 5,665 5,265 

 (2) 債券       

 (3) その他       

合   計 404 4,257 3,853 399 5,665 5,265 

  (注) トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を除く。 

 

 ４．デリバティブ取引（トレーディング商品に属するものとして経理された取引を除く。）

の契約価額、時価及び評価損益 

  (1) 先物取引・オプション取引の状況 

      ① 株券   該当ありません。 

      ② 債券   該当ありません。 

   (2) 有価証券店頭デリバティブ取引の状況   該当ありません。 

 

 ５．財務諸表に関する会計監査人等による監査の有無 

     会社法第 436 条第 2 項第 1 号の規定に基づき、監査法人「有限責任 あずさ監査法人」による監査を受けて

います。 
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Ⅳ．管理の状況 

 １．内部管理の状況の概要 

(1) コンプライアンス（内部管理）体制 

日本証券業協会（自主規制機関）の規則に則り、会社全体に責任を有する内部管理統

括責任者（取締役）ならびに同補助責任者を配置、また、各営業単位（支店等）に責任

を有する営業責任者および内部管理責任者を配置し、責任体制を推進しております。 

 

 (2) コンプライアンスを推進する組織 

① コンプライアンス・リスク管理委員会は、コンプライアンス上の諸問題に対し審

議する機関であり、取締役会等の機能強化の一環として存続する社内組織です。 

② コンプライアンス本部は、コンプライアンスに関する問題を一元的に管理すると

ともに、営業活動および取引状況を監視し、証券事故および紛争等の対応窓口とな

ります。 

③  営業責任者および内部管理責任者は、営業活動が金融商品取引法その他の法令諸

規則等に準拠し、適正に遂行されているかを指導および監督する役割を担っていま

す。 

④  内部管理責任者研修兼会議では、コンプライアンス（内部管理）の業務に関する

連絡、周知および徹底を目的とし研修も含め、営業現場のコンプライアンスに関す

る問題点等の改善に向けた協議等が行われます。 

 

≪コンプラアンス推進体制≫ 

                                                    

コンプライアンス

リスク管理委員会

営 業 責 任 者

コンプライアンス本部

取 締 役 会

内部管理統括責任者

常 務 取 締 役

専 務 取 締 役

社      長

内 部 管 理 統 括

補 助 責 任 者

内部管理責任者

研  修  会  議

内部管理責任者

会       長
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組 織 の名 称  職 務 分 掌 業 務 内 容 

コンプライアンス本部 1. 営業活動に関する事項 ① 取引の把握及び適正営業のための指示、助言 

コンプライアンス部  ② 取引管理、考査に関する企画、立案 

営業管理課  ③ 営業社員の遵守状況の審査 

 2. 顧客管理に関する事項 ① 顧客口座の登録に関する審査及び管理 

  ② 家族名義顧客の管理 

  ③ 新規顧客の前受金、前受証券の管理及び前受免除の管理 

  ④ 信用供与顧客の管理 

  ⑤ 信用取引評価損益の管理 

  ⑥ 顧客カードの整備及び把握 

  ⑦ 顧客の取引状況の把握 

  ⑧ 大口顧客及び売買頻度の高い顧客の管理 

  ⑨ 取引内容の妥当性についての管理 

  ⑩ 郵便物に関する念書の審査及び管理 

  ⑪ 郵便物に関する念書顧客明細簿の作成及び管理 

 3. 営業事務管理に関する事項 ① 顧客立替金、信用保証金、受渡遅延等の管理 

  ② 信用取引等の不能状態顧客の把握及び管理 

  ③ 営業社員に対する事務管理指導 

  ④ 代理人取引の管理 

  ⑤ 各営業店の経理担当者に対する前記各号に関する指導 

 4. コンプライアンスに関する事項 ① 法令、諸規則等の遵守状況の把握 

  ② コンプライアンスに関する制度の整備 

  ③ 教育及び研修の企画、立案、実施 

  ④ コンプライアンス事項に関する関係部署との連絡 

  ⑤ コンプライアンス・リスク管理委員会の事務局 

 5. 顧客からの苦情に関する事項 ① 顧客からの証券取引に関する苦情等への対応 

  ② 苦情内容について関係部署への連絡、指示 

  ③ 苦情内容の把握及び解決のための活動の統括 

  ④ 紛争・訴訟等に関する処理 

  ⑤ 紛争・訴訟処理について関係部署への連絡、指示 

 6. 不適切行為・証券事故等に関する事項 ① 不祥事故等の調査及び処理 

  ② 不適切行為にかかる事故確認申請に関する対応、届出及び処理 

  ③ 証券取引に関する事故・事務ミスの調査及び処理 

  ④ 証券事故等についての関係部署への連絡、指示 

コンプライアンス本部 1. 営業活動状況に関する事項 ① 営業社員の遵守状況の審査、指導 

コンプライアンス部  ② 営業社員の営業活動状況の管理 

売買審査課  ③ 投資勧誘姿勢の審査、指導 

  ④ 取引の誠実性、公平性の審査、指導 

 2. 有価証券の売買管理に関する事項 ① 売買審査対象顧客の抽出 

  ② 売買審査対象顧客の売買審査 

  ③ 売買審査の結果に基づく措置 

  ④ 部店責任者等への指示、助言及び連絡 

  ⑤ 部店責任者等からの照会への対応 

⑥ その他顧客による不公正取引の防止のために必要な業務   ⑥ その他顧客による不公正取引の防止のために必要な業務                

 

 

 3. 内部者取引の管理に関する事項 ① 内部者登録カード等の管理 

  ② 内部者取引の未然防止のための情報管理、売買管理 

  ③ 未公開情報の管理 

 4. 役職員等取引口座開設に関する事項 ① 役職員等取引口座開設届の管理 

  ② 役職員の株式等の売買取引の把握及び管理 

 5. 主務官庁等からの照会による調査資料の提出 ① 売買情報等の調査資料の内容確認及び報告 

    に関する事項  
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 6. 利益相反の管理に関する事項 ① 利益相反管理態勢の整備・検証 

  ② 対象取引の特定、管理方法の検証 

  ③ 利益相反の該当性の判断 

  ④ 上記③において条件付、不適正の場合 

  ⑤ 研修・教育の企画 

 7. 顧客残高照合等に関する事項 

 

① 取引残高報告書の回答書の管理 

   ② 返却郵便物の管理 

コンプライアンス本部 1. 社内監査に関する事項 ① 監査計画の立案・実施 

監査部  ② 監査結果に基づく講評、改善の指示 

監査課  ③ 監査報告書の作成、管理 

  ④ 監査体制の確立 

 2. 分別保管に関する事項 ① 顧客資産の分別保管の管理状況把握及び監査 

 3. 主務官庁等の検査立会いに関する事項 ① 主務官庁の検査立会いとその整備 

  ② 主務官庁への提出資料の作成、内容確認及び報告 

経 理 部 1. 受渡に関する事項 ① 顧客との清算及び立替金、徴求書類等のチェック、管理 

  ② 金銭、有価証券の出納に係るチェック、管理 

  ③ 信用取引等の預託管理 

 2. 資産の運用に関する事項 ① 預金残高の統制、照合 

  ② 所有有価証券の担保運用、管理 

 3. 融資に関する事項 ① 自己融資枠の担保管理 

 4. 分別管理に関する事項 ① 顧客分別金の算定及び外部委託 

  ② 有価証券の顧客分と自己分の分別管理 

 5. 顧客取引口座等に関する事項 ① 顧客コードの設定、変更、抹消に係る管理 

  ② 各種取引口座の設定、変更、抹消に係る管理 

  ③ 取引残高報告書の発送に係る管理 

 6. 証券取引の税務に関する事項 ① 特定口座等証券取引税務に係る管理 

 7. 決算及び財務に関する事項 ① 決算等関係書類の作成保管及び主務官庁等への報告 

 8. 主務官庁への対応に関する事項 

① 税務会計に係る主務官庁への立会いと準備 

 9. 営業店に関する事項 ① 営業店の経理処理のチェック、指導 
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２．分別管理等の状況 

  (1) 金融商品取引法第 43条の２の規定に基づく分別管理の状況 

① 顧客分別金信託の状況                       （単位：百万円） 

 ② 有価証券（電子記録移転有価証券表示権利等を除く。）の分別管理の状況  

イ 保護預り等有価証券 

有価証券の種類 
2020 年 3 月 31 日現在 2021 年 3 月 31 日現在 

国 内 証 券 外 国 証 券 国 内 証 券 外 国 証 券 

株券 株数 107,436 千株 671 千株 96,021 千株 803 千株 

債券 額面金額 6,764 百万円 73,025 百万円 6,096 百万円 84,169 百万円 

受益証券 口数 60,556 百万口 3,246 百万口 77,454 百万口 5,088 百万口 

その他 額面金額 － － － － 

 

    ロ 受入保証金代用有価証券 

有価証券の種類 
2020 年 3 月 31 日現在 2021 年 3 月 31 日現在 

数   量 数   量 

株券 株数 ２，９７１千株 ３，２９４千株 

債券 額面金額 ― 百万円 ― 百万円 

受益証券 口数 １４８百万口 １２６百万口 

その他 額面金額 ― ― 

 

    ハ 管理の状況 

項   目 2020 年 3 月 31 日現在の金額 2021 年 3 月 31 日現在の金額 

直近差替計算基準日の顧客分別金必要額 ６，３８６ １１，８０９ 

期末日現在の顧客分別金信託額 ６，５００ １１，９００ 

期末日現在の顧客分別金必要額 ５，５８２ ９，９７１ 

種  類 会 社 の 保 管 形 態 

お 客 様 か ら の 預 り 金 

信 用 取 引 保 証 金 

先 物 取 引 証 拠 金 

募 集 等 受 入 金 

そ の 他 預 り 金 

 

 

 

金銭については、「分別管理に関する規程」に基づき計算した金額を、三井住友

信託銀行に預託しております。 

国    内   株   式 

上 場 投 信 

 

 

 

「社債、株式等の振替に関する法律」に基づく振替決済制度において取扱う振替

株式等は、株式会社だいこう証券ビジネス（以下「だいこう証券ビジネス」という。）に

おいて、会社の有価証券と顧客有価証券の口座を明確に区分し、顧客有価証券に

ついては、当社の振替口座簿により、各顧客の持分を直ちに判別できる状態で管理

しております。 

上記以外の株式については、当社金庫において、会社の有価証券と顧客有価証

券の保管場所を明確に区分し、顧客有価証券に係る各顧客の持分が当社の帳簿

等により直ちに判別できる状態で保管しております。 
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 ③ 対象有価証券関連店頭デリバティブ取引等に係る分別管理の状況 

      該当ありません。 

④ 電子記録移転有価証券表示権利等（令第１条の 12 第２号に規定する権利を除く。）

に限る。）の分別管理の状況 

    該当ありません。 

 

 (2) 金融商品取引法第 43条の２の２の規定に基づく区分管理の状況 

① 商品顧客区分管理信託の状況 

  該当ありません。 

② 有価証券等の区分管理の状況 

イ．有価証券等の種類ごとの数量等 

      該当ありません。 

ロ．管理の状況 

       該当ありません。 

 (3) 金融商品取引法第 43条の３の規定に基づく区分管理（電子記録移転有価証券表示権

利等に係るものを除く。）の状況 

   ① 同条第１項の規定に基づく区分管理の状況 

      該当ありません。 

   ② 同条第２項の規定に基づく区分管理の状況 

      該当ありません。 

③ 電子記録移転有価証券表示権利等（金融商品取引法施行令第１条の 12 第２号に規

定する権利を除く。）に限る。）の区分管理の状況 

  該当ありません。 

 

 

 

 

国    内   債   券 

国 内 投 信 

 

 

「社債、株式等の振替に関する法律」に基づく振替決済制度において取扱う国債

は、だいこう証券ビジネスにおいて、会社の有価証券と顧客有価証券の口座を明確に

区分し、顧客有価証券については、当社の振替口座簿により、各顧客の持分を直ち

に判別できる状態で管理しております。 

また、「社債、株式等の振替に関する法律」に基づく振替決済制度において取扱う

社債、株式等は、だいこう証券ビジネスにおいて、会社の有価証券と顧客有価証券

の口座を明確に区分し、顧客有価証券については、当社の振替口座簿により、各顧

客の持分を直ちに判別できる状態で管理しております。 

 

 

 

 

 

 

海 外 株 式 

海 外 債 券 

海 外 投 信 

 

 

取次母店又は海外カストディアンにおいて、自己の有価証券と顧客有価証券とを

区別させ、顧客有価証券に係る各顧客の持分は、当社の帳簿等により直ちに判別

できる状態で保管しています。ただし、自己の有価証券と顧客有価証券にかかる持

分が判別できる状態で保管させることができない場合には、当社の帳簿により自己の

有価証券と顧客有価証券とを区分し、顧客有価証券にかかる各顧客の持分が直ち

に判別できるように管理しております。 
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    ＜参考時価情報＞ 

     株券の参考時価情報 

     イ．保護預り等有価証券 

2020 年 3 月 31 日現在 2021 年 3 月 31 日現在 

国 内 証 券 外 国 証 券 国 内 証 券 外 国 証 券 

133,005 百万円 449 百万円 167,698 百万円 1,472 百万円 

 

     ロ．受入保証金代用有価証券 

2020 年 3 月 31 日現在 2021 年 3 月 31 日現在 

金   額 金   額 

1,672 百万円 2,364 百万円 

 

Ⅴ．連結子会社等の状況に関する事項 

 １．当社及びその子会社等の集団の構成 

     該当ありません。 

 

 ２．子会社等の商号又は名称、本店又は主たる事務所の所在地、資本金の額、事業の内容等 

    該当ありません。 

 

以  上 

 


